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完全子会社の吸収合併に関するお知らせ 

 

株式会社ソディック（以下、「当社」）は、完全子会社である株式会社ソディックＤＡＣ（以

下、「ソディックＤＡＣ」）と吸収合併（以下、「本合併」）をすることを本日開催の取締役会

において決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は当社の完全子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して

おります。 

 

記 

 

１．合併の目的 

当社グループの経営管理を一元化することで経営の効率化をより一層図ることができる

と判断し、当社がソディックＤＡＣを吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１） 合併の日程 

合併決議取締役会             2019年５月 10日 

合併契約締結日              2019年５月 13日（予定） 

合併期日（効力発生日）          2019年７月 １日（予定） 

※本合併は、存続会社である当社においては会社法第 796条第２項に定める簡易合 

併であるため株主総会の承認決議は経ず、ソディックＤＡＣは 2019年５月 13日 

の株主総会において承認決議を予定しております。 

 

（２） 合併の方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、ソディックＤＡＣは解散いたします。 

 

（３） 合併に係る割当ての内容 

 ソディックＤＡＣは当社の完全子会社であるため、本合併に際して、当社は株式の割当 

て及び金銭その他の財産の交付をいたしません。 

 

（４） 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

 ソディックＤＡＣは、新株予約権または新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

 

 

 

 



３．合併当事会社の概要（2018年 12月 31日現在、但し、特記しているものを除く） 

 存続会社 消滅会社 

（１）名称 株式会社ソディック 株式会社ソディックＤＡＣ 

（２）所在地 神奈川県横浜市都筑区仲町台三丁目

12番１号 

福井県坂井市坂井町長屋 78

番地 

（３）代表者の 

役職・氏名 

代表取締役社長 古川 健一 代表取締役社長 高木 正人 

（４）事業内容 工作機械事業（放電加工機・マシニ

ングセンタ・金属３Ｄプリンタ等の

開発製造・販売）、産業機械事業（射

出成形機等の開発・製造・販売）、食

品機械事業（麺製造プラント・製麺

機・包装米飯製造装置等の開発・製

造・販売）、その他（精密金型・精密

成形品、セラミックス製品等の開発・

製造・販売） 

印刷業及び印刷物の企画・デ

ザインの制作等 

（５）資本金 20,785百万円 10百万円 

（６）設立年月日 1976年８月３日 2005年 10月３日 

（７）発行済株式数 53,450,916株 1,000株 

（８）決算期 12月 31日 ３月 31日 

（９）大株主及び 

持株比率 

株式会社ソディック  12.12％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）   3.43％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）     3.31％ 

RE FUND 107-CLIENT AC 2.14％ 

ソディック共栄持株会  1.70％ 

株式会社三井住友銀行  1.59％ 

有限会社ティ・エフ   1.59％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５）  1.58％ 

古川 宏子       1.50％ 

古川 健一       1.41％ 

株 式 会 社 ソ デ ィ ッ ク   

100.00％ 

（2019年３月 31日現在） 

（10）直前事業年度の経営成績及び財政状態 

決算期 
株式会社ソディック 株式会社ソディックＤＡＣ 

2018年 12月期（連結） 2018年３月期（単体） 

純資産 58,129百万円 58百万円 

総資産 119,555百万円 141百万円 

１株当たり純資産

（円） 

1,235.46 58,613.99 

売上高 82,716百万円 248百万円 

営業利益 9,888百万円 36百万円 

経常利益 9,619百万円 36百万円 

当期純利益 6,485百万円 ５百万円 

１株当たり当期純

利益（円） 

137.58 5,033.30 



４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、本店所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期の変更

はありません。 

 

５．今後の見通し 

 本合併は、完全子会社との吸収合併であり、連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


